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1.研究施設等廃棄物の概要と現状
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TRU廃棄物（注1)

・操業廃棄物
・解体廃棄物

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液など

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液など

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液
・動物死体など

ＲＩ廃棄物
・操業廃棄物
・解体廃棄物

試験研究炉、
核燃料物質の使用施設等

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液など

ＲＩ使用施設等

ウラン濃縮施設
・燃料加工施設

原子力発電所

再処理施設

MOX燃料加工施設

高レベル
放射性廃棄物
(ガラス固化体)

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液
・燃料棒の部品など

・コンクリート
・廃器材
・消耗品
・フィルター
・廃液
・制御棒
・炉内構造物など

原子力発電所
廃棄物
・操業廃棄物
・解体廃棄物

ウラン廃棄物
・操業廃棄物
・解体廃棄物

（燃料）

（使用済燃料）

（プルトニウム）

（MOX燃料）

原料ウラン

研究所等廃棄物
・操業廃棄物
・解体廃棄物

TRU廃棄物
・操業廃棄物
・解体廃棄物

（注1)

放射性廃棄物とは？

（注1)超ウラン元素(TRU)：ウランの原子番号である92よりも原子番号の大きい元素のことであり、 全て放射性核種である。

研究施設等廃棄物
 原子力機構/公的研究機関/大学/医療機関/民間研究機関等から発生する低レベル放射性廃棄物の総称

〔全国約2,400もの多様な事業所で研究施設等廃棄物が発生〕
 原子力機構が有する核燃料サイクル研究施設から医療関係施設まで、廃棄物の発生施設が多様であり、

廃棄物の特性が多様

MOX燃料：混合酸化物燃料
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1.2 研究施設等廃棄物の現状

原子力発電所以外の原子力の研究開発や放射線利用における放射性廃棄物の発生

試験研究用原子炉 核燃料試験研究 病院での検査大学等での基礎研究 小規模施設での研究等

○廃棄物発生事業者：約2,400事業所
・（国）日本原子力研究開発機構が主要発生者
・その他は、独立行政法人、大学、公益法人、
医療法人、地方自治体、民間企業

原子力機構における廃棄物
保管状況

RI廃棄物（研究施設等廃棄物のうち、RIで汚染
されたもの）は、日本アイソトープ協会が集荷
して処理をしているが、埋設施設がなく、保管
を継続中

解体中の原子力施設

○昭和20年代から発生、累積している廃棄物量
：約66万本（このうち、原子力機構は約37万本）
（令和3年3月末時点。物量は200リットルドラム缶換算）

原子力機構は、原子力機構の発生分のみならず、RI廃棄物を含めた
研 究 施 設 等 廃 棄 物 の 浅 地 中 埋 設 事 業 を 推 進

早急な埋設施設の整備が必要
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2．埋設処分に向けた整備状況

2.1 制度整備状況



RI法原子炉等規制法

・原子炉施設
・再処理施設
・核燃料物質等の取扱施設
等

・放射性同位元素の使用施設
・加速器等の放射線発生装置
等

・病院
・放射線医薬品製造施設
等

医療関連法

埋設施設

原子炉等規制法

廃棄の委託
(RI法の廃棄体を原子炉等規制法の
廃棄事業へ埋設を委託)

医療法、臨床検査技師等に関する法律、医薬品,
医療機器等の品質,有効性及び安全性の確保に
関する法律(厚労省)、獣医療法 (農水省)

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の
規制に関する法律（原子力規制委員会）

放射性同位元素等の規制に関する法律
（原子力規制委員会）

2.1 制度整備状況
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研究施設等廃棄物は以下の法令の規制を受ける施設から発生し、原子力機構の埋設事業では、
これらを一元的に埋設する。



 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に係る制度整備（整備済）

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の改正により、RI廃棄物の原子炉等規制法
への委託廃棄（処理処分）を可能とする制度が成立（平成29年4月7日） 。
これによりRI法と炉規法の重複規制廃棄物への法的対応が終了した]

【廃止措置後の線量基準・濃度上限値は未整備（※放射線安全規制検討会で上限値は検討済）】

医療法等から発生する放射性廃棄物については、厚労省の医療放射線の適正管理に関する検討会
（平成31年3月6日、令和3年6月23日）において、RI法への委託廃棄の考えが示されたところ。
今後、具体的な法令上の課題等について検討される見込み

 放射性同位元素等の規制に関する法律に係る制度整備（整備済）

 獣医療法に係る制度整備（未整備）
農水省が所管であり、現状では未整備

令和3年10月施行の第二種埋設事業規則改正によって、低レベル放射性廃棄物の埋設規制制度
（中深度処分、浅地中処分）について整備は終了した。

 医療法、医薬品医療機器等法、臨床検査技師等法に係る制度整備（未整備）
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2.1 制度整備状況
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2．埋設処分に向けた整備状況

2.2 埋設施設の概要



2.2 埋設施設の概要

• トレンチ処分
地表近くに簡易な方法で、放射能濃度が極めて
低い低レベル放射性廃棄物を埋設する。

• ピット処分
地表近くの地下にコンクリート製のピットを設置し、
放射能濃度が低い低レベル放射性廃棄物を埋
設する。

• 中深度処分(事業の範囲外)
地表から70m以深の地下に構造物を設置し、放
射能濃度がピット処分よりも高い低レベル放射性
廃棄物を埋設する。

• 地層処分(事業の範囲外)
地表から300m以深の地下に構造物を設置し、放
射能濃度が極めて高い放射性廃棄物（ガラス固
化体等）を埋設する。

高レベル放射性廃棄物等

地表

300m

50m
低レベル放射性廃棄物

トレンチ処分 ピット処分

中深度度処分

地層処分

我が国の放射性廃棄物は、放射能濃度に応じてトレンチ処分から地層処分に区分して埋設処分を行う。

※埋設処分方法毎に、放射能濃度の上限値が法令で
定められている。

100m

原子力機構の事業の範囲

低

放
射
能
濃
度

高
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付加機能型トレンチ埋設施設

廃棄体定置

コンクリートピット埋設施設（18基）

廃棄体

ピット内区画

角形容器

フレキシブル
コンテナ

トレンチ埋設施設
（操業中：９基）

ピット埋設施設
（操業中）

受入検査施設

敷地面積：約100ha

埋設終了後の閉鎖後管理

初期建設期間
約8年

埋設処分操業期間
（年平均約1.5万本の廃棄体を埋設処分）

約50年 約3年

閉鎖後管理期間
ピット処分 ：約300年
トレンチ処分：約 50年

管理棟等

最終覆土

200リットル
ドラム缶角形容器200リットル

ドラム缶 p.10

2.2 埋設施設の概要



不燃廃棄物

医療系廃棄物

コンクリート類

施
設
の
操
業
に
よ
り

発
生
す
る
廃
棄
物

施
設
の
解
体
に
よ
り

発
生
す
る
廃
棄
物

鋼材

タンク等

病
院
等
か
ら

発
生
す
る
廃
棄
物

焼却等

可燃物/難燃物

主な廃棄物 主な処理

鋼製容器へ収納/
セメント等で固型化

液体廃棄物

蒸発濃縮等

廃液、焼却灰
等をセメントや
アスファルトで
固化した均質
固化体

固体廃棄物
をセメントで
固化した充填
固化体

角型容器 フレキシブルコンテナ 有姿廃棄物

コンクリート等廃棄物

可燃物

難燃物

内容物確認・分別
圧縮等

不燃物
容器内の断層映像の例

焼却炉の例

廃棄体

200Lドラム缶

炉内の様子

2.2 埋設施設の概要
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廃棄物は安全な埋設処分を行うため、内容物に応じて分別及び適切な処理を行い、廃棄体・
コンクリート等廃棄物とする。


[image: image1.png]







トレンチ埋設施設
地表面に「トレンチ」と呼ぶ溝を掘り、ピット埋設対象と比べて放射能濃度が十分低い廃棄物を
埋設します

埋設施設の安全機能

p.12

2.2 埋設施設の概要

角型容器 フレキシブルコンテナ200Lドラム缶

受入基準項目への対応
「核種毎の最大放射能濃度」

雨水などの浸透水の量を減らすために
「透水性の低い土」と「上部覆土」で覆い
ます。これらの周囲の土壌で、
放射性物質の移動を抑制する機能をもった
埋設施設を建設します。

２. 放射性物質の移動を抑制

1. 濃度上限値の設定
受入濃度の上限値を設け、これを上回る
放射能濃度の廃棄物は受け入れません。
公衆被ばくに至る多様なシナリオでの
基準線量相当濃度の試算や
試験研究炉の廃棄物中の放射能濃度評価方法
の検討を進めています。

上部覆土覆土表面に植生

透水性の低い土

土壌

受入基準項目への対応
「容器の仕様」「容器内の内部空隙」「一体となるような充填」

・そのまま埋設しても安定した廃棄物(コンクリート等廃棄物)は、
容器に収納して飛散防止します。

・容器内は砂等で充填します。（飛散防止の解析、砂充填方法の基準
の検討中）


[image: image1.png]
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2.2 埋設施設の概要

ピット

埋設する廃棄物

透水性の低い土

「ピット」と呼ぶコンクリート構造物の中に廃棄物を入れて埋設します

透水性の低い岩盤

放 射 性 廃 棄 物
J G K T 0 4 7 0 1 7

ドラム缶内
の空隙の例

廃棄体の作製のために、容器内の内部空隙を抑え、一体となるよう
な充填や、埋設に耐える耐埋設荷重等の受入基準について検討。

ピット埋設施設

受入基準項目への対応
「核種毎の最大放射能濃度」

ピットは「透水性の低い岩盤」の上に
設置され、その周囲も「透水性の低い土」
で覆います。
これらとさらにその外側の土壌により、
放射性物質の移動を抑制する機能をもった
埋設施設を建設します。

d1
d3

d2
d4

d3
d4

d1
d2

300kN加圧治具

模擬廃棄体

300kN
耐埋設荷重の試験装置

受入基準項目への対応
「容器の仕様」「容器内の内部空隙」「一体となるような充填」

1. 濃度上限値の設定

２. 放射性物質の移動を抑制

受入濃度の上限値を設け、これを上回る
放射能濃度の廃棄物は受け入れません。
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3．立地推進への取組み

3.1 広報活動への取組みと情報発信



（埋設事業webサイト 2022.4.1リニューアル！ https://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/）

一元的な相談窓口埋設事業概要をはじめ事業の詳細、関係資料、技術検討の成果報告書等を発信

埋設事業についてwebでの情報発信
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事業に関する
問い合わせサイト



パンフレットのリニューアルと埋設事業サイト

新パンフレット公開中

原子力機構のホームページ

https://www.jaea.go.jp から

「研究施設等廃棄物への取り組み」

をクリックしてください。

埋設事業サイト
https://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/

をクリックしてください。
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https://www.jaea.go.jp/
https://www.jaea.go.jp/04/maisetsu/
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まとめ

研究用の原子力施設、放射性同位元素（RI）の使用施設、医療施設、加速器等の放射線
発生施設の操業や廃止措置により発生する低レベル放射性廃棄物を「研究施設等廃棄物」
と呼んでいる。

RI廃棄物（研究施設等廃棄物のうち、RIで汚染されたもの）は、日本アイソトープ協会が
集荷して処理をしているが、埋設施設がなく、保管を継続している状況である。

原子力機構は、原子力機構法により研究施設等廃棄物の埋設処分の実施主体として
位置付けられている。現在、埋設処分の規制整備がほぼ終了したところであり、廃棄体
受入基準の整備や埋設施設の基本設計に向けた技術の検討とともに、埋設施設の立地に
向けた対応を進めている。

原子力機構は、廃棄物発生者である皆様のご協力も得て、埋設処分に向けた理解促進活動
を進めていく予定である。
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ご清聴ありがとうございました

廃棄物の定置時

ピット埋設施設

トレンチ埋設施設

埋設後はこうなります
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